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今
年
も
2
月
18
日
㈪
か
ら
所
得
税
な
ど
の
申
告
が
始
ま
り
ま
す
。

　

例
年
、
期
間
終
了
間
際
に
な
る
と
会
場
は
た
い
へ
ん
混
み
合
い
ま
す
の
で
、
早
め
に
申
告
の

準
備
を
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

問　

桜
井
税
務
署
☎
42
・
3
5
0
1

2
月

18
日
㈪
～

3
月

15
日
㈮
（
土
・
日
曜
日
を
除
く
）

申
告
期
間

　さらに、e-Tax（国税電子申告・納税システム
…事前に所轄税務署への届出や電子証明書の取
得・機器の購入など必要）を利用すれば、作成し
たデータを確定申告書等作成コーナーから直接電
子申告することができます。
　また所得税の電子申告は、医療費の領収書や給
与所得の源泉徴収票などの一定の第三者作成書類
の添付を省略できます。（5 年間保存）

e-Tax で電子申告を
することができます

の
申
告
の

税準
備
は
お
早
め
に

所得税の確定申告書が
国税庁のホームページで作成できます
　自宅などのパソコンから国税庁ホームページ

（ URL http://www.nta.go.jp）の「確定申告書等作成
コーナー」に接続し、画面案内に従い必要項目を
入力すると、申告書などが作成できます。作成し
た申告書をそのまま税務署へ、送付または持参で
提出できます。（申告書は折らずに封入してくだ
さい）給与所得者や年金受給者の還付申告は、申
告期間前でもできます。
※平成 24 年分は、1 月上旬に公開される予定です。

年金受給者の事前の
所得税確定申告の相談・受付

　年金受給者の所得税申告は、次のとおり、事
前に相談し、確定申告書を提出することができ
ます。
※案内ハガキによる通知はなくなりました。

午前 9 時 30 分～正午、午後 1 時～ 3 時 30 分

2 月 6 日㈬～ 2 月 8 日㈮

期間

町民ホール（町役場西側）

期間

年金の源泉徴収票
社会保険料などの支払金額の分かるもの
生命・地震などの保険料控除証明書
その他必要書類
認印
通帳（還付の場合）など

持ち物
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個人住民税の特別徴収の流れ

従業員
（給与所得者）

❹給与の支払いの際、
税額を徴収（6 月から
翌年の 5 月まで毎月
の給料支給日）

❸特別徴収税額の通知
（5 月 31 日まで）

❶給与支払報告書の提出
（1 月 31 日まで）

❸特別徴収税額の通知
（5 月 31 日まで）

❺税額の納入
（翌月 10 日まで）

事業主
（給与支払者）

❷税額の計算

町役場

事
業
主
の
皆
さ
ん

個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収
に

ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す

1
月
31
日
㈭
ま
で
に
平
成
25
年
度
（
平
成
24
年
中
）
の
給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
を

期
限
内
に
給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
を

　

平
成
25
年
度
（
平
成
24
年
中
）
の
給
与
支

払
報
告
書
の
提
出
期
限
は
、
1
月
31
日
㈭
で

す
。

個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収
の
完
全
実
施
を

　

町
で
は
、
地
方
税
法
の
趣
旨
に
基
づ
く
適

切
な
課
税
と
徴
収
を
行
う
た
め
、
個
人
住
民

税
（
町
県
民
税
）
の
特
別
徴
収
（
給
与
天
引

き
）
の
完
全
実
施
を
事
業
主
の
皆
さ
ん
に
働

き
か
け
て
い
ま
す
。

個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収
と
は

　

個
人
住
民
税
の
特
別
徴
収
と
は
、
個
人
の

前
年
の
所
得
に
対
し
て
か
か
る
税
金
を
事
業

主
（
給
与
支
払
者
）
が
毎
月
の
従
業
員
の
給

与
か
ら
差
し
引
き
、
翌
月
の
納
期
限
ま
で
に

町
に
納
入
す
る
制
度
で
す
。

　

地
方
税
法
第
3
2
1
条
の
3
な
ど
の
規
定

に
よ
り
、
所
得
税
の
源
泉
徴
収
義
務
の
あ
る

事
業
主
は
、
個
人
住
民
税
に
つ
い
て
も
特
別

徴
収
義
務
者
と
し
て
、
パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ

ト
、
役
員
な
ど
を
含
む
す
べ
て
の
従
業
員
に

対
し
て
特
別
徴
収
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す

（
事
業
主
や
従
業
員
の
意
思
に
よ
る
徴
収
方

法
の
選
択
は
で
き
ま
せ
ん
）。

　

な
お
、
従
業
員
が
常
時
10
人
未
満
の
事
業

主
に
は
、
申
請
に
よ
り
納
期
を
年
2
回
と
す

る
制
度
（
納
期
特
例
）
が
あ
り
ま
す
。

　

事
業
主
の
皆
さ
ん
に
は
、
法
令
に
基
づ
く

適
正
な
特
別
徴
収
の
実
施
に
ご
協
力
を
お
願

い
し
ま
す
。

問　

税
務
課
課
税
第
一
係

　
　

☎
34
・
2
1
1
2

　次の変更点は、平成
25 年１月１日以後に
支払われるべき退職所
得から適用されます。
問　税務課課税第一係
　　☎ 34-2112

退職所得にかかる住民税の
計算方法が変わります

退職所得にかかる 10％税額控除が廃止されます

　平成 24 年８月号でお伝えしたとおり、退職所得にかかる町
県民税（住民税）は、本来退職所得にかかる町県民税（住民税）
の所得割の額から税額の 10％を控除する仕組みとなっていま
したが、この 10％税額控除が廃止されることとなりました。

「役員退職手当等」に対する２分の１課税が廃止されます

　勤続年数が５年以下の法人役員などが支払いを受ける「役員
退職手当等」に対する退職所得の課税方法について、退職所得
控除額を控除した残額の２分の１とする措置が廃止されます。

広報1月.indd   19 12/12/20   11:57




